
令和６年度 第２回戸田市総合介護福祉市民協議会 会議次第 

 

日時：令和７年１月２９日（水） 

１３時３０分～１５時３０分 

場所：戸田市役所５階 大会議室Ｃ 

 

 

１ 開 会 

 

２ 協議事項 

（１）地域密着型サービス事業所の指定更新について【資料１】 

（２）第８期介護保険事業計画の令和５年度進捗状況（計画値と実績値の乖離状況）

のモニタリング結果について【資料２】 

（３）令和６年度保険者機能強化推進交付金等に係る評価結果等について【資料３】 

（４）「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」の公募要項等について【資料４】 

（５）その他 

 

※議題（１）の際には、運営法人に入室いただき、施設・事業所の運営方針等に 

ついて、直接ご説明いただきます。 

 

３ 閉 会 



令和 6年度地域密着型サービス事業所の指定について 

 

1 指定更新 

（1）審議対象となる事業所（5事業所） 

認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

事業所名 事業所所在地 指定年月日（予定） 指定有効期限年月日 

グループホームくつろぎ

の家 

戸田市美女木１丁目２

９番４５号 
令和 7年 4月 1日 令和 13年 3月 31日 

 

地域密着型通所介護 

事業所名 事業所所在地 指定年月日（予定） 指定有効期限年月日 

健やか人生福はうち 

戸田市笹目５－３５－

２２ 大畑第一マンシ

ョン１階 

令和 7年 3月 1日 令和 13年 2月 28日 

通所介護サービス GooDay 
戸田市笹目５－２－１

５ 
令和 7年 4月 1日 令和 13年 3月 31日 

ふくじゅ草 

（注意 1） 

戸田市新曽２１３３－

１ 東館 
令和 7年 5月 1日 令和 13年 4月 30日 

デイサービスセンターく

つろぎの家 

（注意 1） 

戸田市美女木一丁目２

９番４４号 
令和 7年 6月 1日 令和 13年 5月 31日 

（注意1）ふくじゅ草、デイサービスセンターくつろぎの家については、指定予定年月日が令和 7年

度当初のため、令和 6年度に審議を行う。 
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資料２ 

 

第８期介護保険事業計画の令和５年度進捗状況 

（計画値と実績値の乖離状況）のモニタリング 

結果について 



（１）推計値まとめ

１．被保険者数（年度別）
単位：人

令和5年度
推計値a

令和5年度
実績値b

差（乖離）
a-b

割合
b/a

総数 76,827 75,970 857 98.9%
第1号被保険者数 24,315 23,635 680 97.2%
第2号被保険者数 52,512 52,335 177 99.7%

２．要介護（支援）認定者数
単位：人

令和5年度
推計値a

令和5年度
実績値b

差（乖離）
a-b

割合
b/a

総数 4,491 4,214 277 93.8%
要支援1 439 414 25 94.3%
要支援2 427 477 -50 111.7%
要介護1 971 948 23 97.6%
要介護2 831 786 45 94.6%
要介護3 684 683 1 99.9%
要介護4 677 552 125 81.5%
要介護5 462 354 108 76.6%

うち第1号被保険者数 4,355 4,087 268 93.8%
要支援1 427 406 21 95.1%
要支援2 411 455 -44 110.7%
要介護1 938 926 12 98.7%
要介護2 813 753 60 92.6%
要介護3 671 665 6 99.1%
要介護4 652 544 108 83.4%
要介護5 443 338 105 76.3%

３．介護予防サービス見込量
単位：千円

令和5年度
推計値a

令和5年度
実績値b

差（乖離）
a-b

割合
b/a

（１）在宅サービス 96,407 93,640 2,767 97.1%
（２）居住系サービス 42,813 32,685 10,128 76.3%
合計 139,220 126,325 12,895 90.7%

４．介護サービス見込量
単位：千円

令和5年度
推計値a

令和5年度
実績値b

差（乖離）
a-b

割合
b/a

（１）在宅サービス 4,089,123 3,395,376 693,747 83.0%
（２）居住系サービス 1,371,658 1,264,317 107,341 92.2%
（３）施設サービス 2,099,728 1,864,985 234,743 88.8%
合計 7,560,509 6,524,678 1,035,831 86.3%

５．総給付費　（３．＋４．）
単位：千円

令和5年度
推計値a

令和5年度
実績値b

差（乖離）
a-b

割合
b/a

総給付費 7,699,729 6,651,003 1,048,726 86.4%
※給付費は年間累計の金額

第8期介護保険事業（支援）計画
【総括表】
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（２）サービス別給付費

１．介護予防サービス見込量
単位：各項目の（）内

令和5年度
推計値a

令和5年度
実績値b

差（乖離）
a-b

割合
b/a

（１）介護予防サービス
給付費（千円） 0 0 0
回数（回） 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0
給付費（千円） 17,341 19,528 -2,187 112.6%
回数（回） 303.6 470.4 -166.8 154.9%
人数（人） 37 56 -19 151.4%
給付費（千円） 12,816 7,533 5,283 58.8%
回数（回） 327.2 224.7 102.5 68.7%
人数（人） 28 21 7 75.0%
給付費（千円） 12,044 9,647 2,397 80.1%
人数（人） 73 51 22 69.9%
給付費（千円） 9,535 8,230 1,305 86.3%
人数（人） 20 19 1 95.0%
給付費（千円） 1,943 916 1,027 47.1%
日数（日） 21.2 9.6 11.6 45.3%
人数（人） 4 2 2 50.0%
給付費（千円） 0 0 0
日数（日） 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0
日数（日） 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0
日数（日） 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0
給付費（千円） 16,495 18,401 -1,906 111.6%
人数（人） 246 262 -16 106.5%
給付費（千円） 712 1,022 -310 143.5%
人数（人） 3 4 -1 133.3%

介護予防住宅改修 給付費（千円） 3,940 5,446 -1,506 138.2%
人数（人） 3 5 -2 166.7%
給付費（千円） 42,813 30,754 12,059 71.8%
人数（人） 47 38 9 80.9%

（２）地域密着型介護予防サービス
給付費（千円） 4,268 1,714 2,554 40.2%
回数（回） 41.1 19.0 22.1 46.2%
人数（人） 9 2 7 22.2%
給付費（千円） 1,102 3,039 -1,937 275.8%
人数（人） 1 4 -3 400.0%
給付費（千円） 0 1,931 -1,931
人数（人） 0 1 -1

（３）介護予防支援 給付費（千円） 16,211 18,164 -1,953 112.0%
人数（人） 279 317 -38 113.6%

合計 給付費（千円） 139,220 126,325 12,895 90.7%
※給付費は年間累計の金額、回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数。

【考察_介護予防サービス見込量】
令和５年度実績値は、推計値に対し、合計が約９１％であり、妥当な水準であるといえる。
給付費について各項目別にみると、「訪問リハビリテーション」は、約５９％であり、低い実績値であった。需要の低さが顕著であった
が、第９期計画以後もこの状況が継続していくものかどうか注視する必要がある。

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護（老健）

介護予防短期入所療養介護(介護医療院)

特定介護予防福祉用具購入費

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防短期入所療養介護（病院等）

介護予防福祉用具貸与

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導
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２．介護サービス見込量

令和5年度
推計値a

令和5年度
実績値b

差（乖離）
a-b

割合
b/a

（１）居宅サービス
給付費（千円） 610,970 539,329 71,641 88.3%
回数（回） 17,219.9 15,476.1 1,743.8 89.9%
人数（人） 773 653 120 84.5%
給付費（千円） 51,590 32,163 19,427 62.3%
回数（回） 346.5 215.0 131.5 62.0%
人数（人） 60 50 10 83.3%
給付費（千円） 181,256 199,160 -17,904 109.9%
回数（回） 2,684.4 3,731.8 -1,047.4 139.0%
人数（人） 334 397 -63 118.9%
給付費（千円） 82,071 48,895 33,176 59.6%
回数（回） 2,333.1 1,294.7 1,038.4 55.5%
人数（人） 163 107 56 65.6%
給付費（千円） 164,254 171,577 -7,323 104.5%
人数（人） 997 939 58 94.2%
給付費（千円） 1,232,086 1,065,626 166,460 86.5%
回数（回） 12,255.1 10,875.2 1,379.9 88.7%
人数（人） 1,073 971 102 90.5%
給付費（千円） 121,692 65,389 56,303 53.7%
回数（回） 1,154.7 623.7 531.0 54.0%
人数（人） 103 81 22 78.6%
給付費（千円） 315,342 229,129 86,213 72.7%
日数（日） 3,017.1 2,135.7 881.4 70.8%
人数（人） 232 189 43 81.5%
給付費（千円） 4,858 4,976 -118 102.4%
日数（日） 31.3 31.5 -0.2 100.6%
人数（人） 7 5 2 71.4%
給付費（千円） 0 0 0
日数（日） 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0
日数（日） 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0
給付費（千円） 256,367 224,880 31,487 87.7%
人数（人） 1,522 1,291 231 84.8%
給付費（千円） 11,411 4,296 7,115 37.6%
人数（人） 28 12 16 42.9%
給付費（千円） 10,468 9,525 943 91.0%
人数（人） 10 10 0 100.0%
給付費（千円） 792,697 764,906 27,791 96.5%
人数（人） 326 310 16 95.1%

（２）地域密着型サービス
給付費（千円） 5,206 7,145 -1,939 137.2%
人数（人） 3 2 1 66.7%
給付費（千円） 0 0 0
人数（人） 0 0 0
給付費（千円） 393,768 281,722 112,046 71.5%
回数（回） 3,880.8 2,666.6 1,214.2 68.7%
人数（人） 310 199 111 64.2%
給付費（千円） 129,979 97,620 32,359 75.1%
回数（回） 1,001.9 780.8 221.1 77.9%
人数（人） 87 64 23 73.6%
給付費（千円） 141,438 83,423 58,015 59.0%
人数（人） 52 30 22 57.7%
給付費（千円） 578,961 499,411 79,550 86.3%
人数（人） 182 156 26 85.7%
給付費（千円） 0 0 0
人数（人） 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0
人数（人） 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0
人数（人） 0 0 0

短期入所療養介護(介護医療院)

訪問介護

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

住宅改修費

通所リハビリテーション

訪問入浴介護

訪問看護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

特定施設入居者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

短期入所療養介護（病院等）

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費
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（３）施設サービス
給付費（千円） 1,422,535 1,244,026 178,509 87.5%
人数（人） 439 376 63 85.6%
給付費（千円） 623,889 567,787 56,102 91.0%
人数（人） 174 149 25 85.6%

介護医療院 給付費（千円） 20,288 32,027 -11,739 157.9%
人数（人） 4 7 -3 175.0%
給付費（千円） 33,016 21,145 11,871 64.0%
人数（人） 8 6 2 75.0%

（４）居宅介護支援 給付費（千円） 376,367 330,521 45,846 87.8%
人数（人） 2,198 1,853 345 84.3%

合計 給付費（千円） 7,560,509 6,524,678 1,035,831 86.3%
※給付費は年間累計の金額、回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数。

【考察_介護サービス見込量】

３．総給付費

令和5年度
推計値a

令和5年度
実績値b

差（乖離）
a-b

割合
b/a

合計 7,699,729 6,651,003 1,048,726 86.4%
在宅サービス 4,185,530 3,489,016 696,514 83.4%
居住系サービス 1,414,471 1,297,002 117,469 91.7%
施設サービス 2,099,728 1,864,985 234,743 88.8%

【考察_総給付費】
令和５年度実績値は、推計値に対し、在宅サービスが約８３％、居住系サービスが約９２％、施設サービスが約８９％、合計が
約８６％となり、妥当な水準であるといえる。
各項目毎では、推計との差が大きく乖離した実績値となったサービスもあるが、給付費の不足が生じないような推計値を設定してい
るため、やむを得ない事情もある。
推計値を大きく上回った、介護予防サービスにおける「介護予防小規模多機能型居宅介護」、介護サービスにおける「定期巡回・随
時対応型訪問介護看護」、施設サービスにおける「介護医療院」においては、第９期計画以後の利用推移を注視していく必要があ
る。

令和５年度実績値は、推計値に対し、合計が約８６％であり、妥当な水準であるといえる。
給付費について各項目別にみると、「訪問リハビリテーション」は、約６０％であり、介護予防サービスと同様に低い実績値であり、「通
所リハビリテーション」においては、約５４％であり、需要の低さが顕著であったが、第９期計画以後もこの状況が継続していくものか
どうか注視する必要がある。

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設
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（３）地域支援事業費

１．介護予防・日常生活支援総合事業 単位：円(括弧書きの数値を除く)

サービス種別・項目
令和5年度
推計値a

令和5年度
実績値b

差（乖離）
a-b

割合
b/a

訪問介護相当サービス 47,450,000 31,517,232 15,932,768 66.4%
訪問型サービスA 0 0 0
訪問型サービスB 0 0 0
訪問型サービスC 0 0 0
訪問型サービスD 0 0 0
訪問型サービス(その他) 0 0 0
通所介護相当サービス 113,500,000 106,488,259 7,011,741 93.8%
通所型サービスA 0 0 0
通所型サービスB 0 0 0
通所型サービスC 0 0 0
通所型サービス(その他) 0 0 0
栄養改善や見守りを目的とした配食 0 0 0
定期的な安否確認、緊急時の対応、住民ボランティア等の見守り 0 0 0
その他、訪問型サービス・通所型サービスの一体的提供等 0 0 0
介護予防ケアマネジメント 17,101,000 15,404,575 1,696,425 90.1%
介護予防把握事業 0 0 0
介護予防普及啓発事業 0 0 0
地域介護予防活動支援事業 3,997,000 1,994,850 2,002,150 49.9%
一般介護予防事業評価事業 0 0 0
地域リハビリテーション活動支援事業 0 0 0
上記以外の介護予防・日常生活総合事業 400,000 358,720 41,280 89.7%

２．包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業 単位：円

サービス種別・項目
令和5年度
推計値a

令和5年度
実績値b

差（乖離）
a-b

割合
b/a

包括的支援事業(地域包括支援センターの運営) 91,474,000 90,867,658 606,342 99.3%
任意事業 22,836,740 11,608,713 11,228,027 50.8%

３．包括的支援事業（社会保障充実分）

サービス種別・項目
令和5年度
推計値a

令和5年度
実績値b

差（乖離）
a-b

割合
b/a

在宅医療・介護連携推進事業 4,454,000 4,590,718 -136,718 103.1%
生活支援体制整備事業 2,583,000 3,779,156 -1,196,156 146.3%
認知症初期集中支援推進事業 1,870,000 113,600 1,756,400 6.1%
認知症地域支援・ケア向上事業 12,600,000 12,623,676 -23,676 100.2%
認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 100,000 0 100,000 0.0%
地域ケア会議推進事業 309,000 181,064 127,936 58.6%

４．地域支援事業費計
令和5年度
推計値a

令和5年度
実績値b

差（乖離）
a-b

割合
b/a

介護予防・日常生活支援総合事業費 182,448,000 155,763,636 26,684,364 85.4%
包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業費 114,310,740 102,476,371 11,834,369 89.6%
包括的支援事業（社会保障充実分） 21,916,000 21,288,214 627,786 97.1%
地域支援事業費 318,674,740 279,528,221 39,146,519 87.7%

【考察_地域支援事業費】
第８期計画の最終年となる令和５年度推計値に対して、地域支援事業費全体の総括として、約８８％の実績となり、妥当な推計値であったことが
伺えた。
推計値を上回る支出があった生活支援体制整備事業では、推計段階（第８期計画策定時_令和２年度）では想定していなかった「地域資源マップ」
の改訂、発行と「地域資源リスト」の新規作成業務が発生したことによる委託費の増加によるものである。
一方で、推計値を下回る支出において、総合事業の訪問介護相当サービス（従前相当）費については、軽度者においては訪問介護の需要が少
ないのか、需要はあるが供給量が足りないのか、第９期計画においても注視する必要がある。また、一般介護予防事業、任意事業及び地域ケア
会議推進事業においては事業費推計等に当たり、サービス等が供給不足に陥らないように余裕をもたせているため、推計値に対する実績が
５０％～６０％でも妥当と判断できる。
要支援者の認定数の推計において要支援２の実績値が推計値を上回ったため、軽度者が重度化しないため、また、軽度者とならないために介
護予防事業の取組が第９期計画においても重要であると考えられる。
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資料 3-2 

 

 

 

 

令和６年度保険者機能強化推進交付金等に係る評価指標（市町村分）におい

て戸田市が得点を獲得できていない令和６年度評価指標に対する対応・改善策

について（報告） 
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１．令和６年度保険者機能強化推進交付金評価指標（市町村分） 

目標Ⅰ 持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする（配点 100 点） 

目標Ⅰ：（ⅰ）体制・取組指標群（４項目、配点 64 点） 

 評価指標 留意点等 改善のための対応 

２ 

介護保険事業計画の進捗状況（計画値と実績値の乖離

状況）を分析しているか。 

 

ア 毎年度、計画値と実績値の乖離状況について、モニ

タリングを行っている 

イ モニタリングの結果を外部の関係者と共有し、乖離

の要因やその対応策について、外部の関係者を含む議

論の場で検証を行っている × 

ウ モニタリングの結果やイの検証を踏まえ、サービス

提供体制について必要な見直しを行っている × 

エ モニタリングの結果を公表している × 

 

 

【評価の視点】 

○ 本評価指標は、介護保険事業計画の進捗管理を通じ

た PDCA サイクルが確立できているかどうかを評価

する。 

 

【留意点】 

○ アは、計画値と実績値との乖離状況とその要因を考

察しているものを対象とし、単に認定者数、受給者数、

サービス種類別の利用者数、給付実績等の数値を把握

したにすぎないものは非該当とする。なお、モニタリ

ングは最低でも年に１回は行うものとする。 

○ また、アの「毎年度」は、当該年度においてモニタ

リングを行っている場合に評価の対象とする。 

○ イの議論の場は、地域ケア会議や計画策定委員会

等、庁外の地域の関係者が参加しているものが想定さ

れ、市町村職員のみで行われたものや、単に現状の報

告に留まる場合は非該当とする。 

○ ウのサービス提供体制の見直しに向けた検討に当

たっては、入所施設や有料老人ホーム等の高齢者住宅

等の利用状況も含めて情報収集・分析することが重要

である。 

〇 ウの「サービス提供体制について必要な見直し」と

は、サービス提供体制に係る整備目標につき、当該整

備目標の下で、将来の人口推計に基づいたサービス需

2024 年度実施（予定を含む）の評価では、モ

ニタリングの結果を戸田市総合介護福祉市民

協議会において検証を行う。 

必要に応じて見直しを行うとともに、モニ

タリング結果について市ホームページで公表

する。 

⇒評価指標イ・ウ・エを満たす。 
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要（ニーズ）を踏まえてサービス提供体制の確保のた

めに具体的な改善策を講じた場合のほか、今期計画期

間中に当該整備目標そのものの見直しを行う場合、ア

及びイによる考察を踏まえて検討した結果、次期計画

期間以降に当該整備目標を見直すこととした場合及

び当面、その見直しを行わないと判断した場合も含

む。この点、「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の

手引き」参照のこと。 

○ なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護や（看護）

小規模多機能型居宅介護については、計画値と実績値

に乖離が見られる自治体が多いことから、アのモニタ

リング、イの検証を行った上で、介護保険事業計画へ反

映し、具体的な改善策を講じることが重要である。 

〇 エの「公表」の方法は、会議での資料配付や自治体

ホームページへの掲載などが想定される。 

３ 

自立支援、重度化防止等に関する施策について、実施

状況を把握し、必要な改善を行っているか。 

 

ア 毎年度、次の施策分野ごとに事業の実施状況を定量

的に把握し、データとして整理している  

 ① 介護予防・生活支援サービス  

② 一般介護予防事業 

③ 認知症総合支援 

④ 在宅医療・介護連携 

イ 次の施策分野ごとに事業の効果を検証するための評

価指標を定めている 

 ① 介護予防・生活支援サービス × 

 ② 一般介護予防事業 

 ③ 認知症総合支援 

④ 在宅医療・介護連携 × 

ウ イの指標に対する実績等を踏まえ、毎年度、次の施

【評価の視点】 

○ 本評価指標は、介護保険事業計画の進捗管理に加

え、各種施策レベルにおいても PDCA サイクルが確立

できているかどうかを評価する。 

 

【留意点】 

○ ア～エは、各施策分野に該当する全ての事業につい

て、網羅的に実施されていることまでを求めるもので

はないが、少なくとも各自治体において、介護保険事

業計画に目標を明記している事業など、当該自治体が

主要と考える事業に関して実施できている場合に評

価の対象とする。 

○ アの「毎年度」は、当該年度において事業の実績（ア

ウトプット）について、データとして整理を行ってい

イ 

①第９期計画において、介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査における「５ 地域での活動につ

いて（１）会・サークルへの参加状況⑤ＴＯＤ

Ａ元気体操やラジオ体操、介護予防のための

通いの場の参加状況」を評価指標とした。 

④第９期計画において、在宅医療・介護関係者

の顔の見える関係及び関係機関のネットワー

クの構築を目的とした研修会「多職種連携の

会」の開催回数等を評価指標とした。 

⇒評価指標イ①と④を満たす。 

エ 

①・③・④についても市ホームページにおいて

達成状況を公表することにした。 
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策分野ごとに課題の分析、改善・見直し等を行ってい

る 

 ① 介護予防・生活支援サービス  

 ② 一般介護予防事業 

 ③ 認知症総合支援 

 ④ 在宅医療・介護連携 

エ 次の施策分野ごとにイの指標の達成状況を含む取組

の成果を公表している 

 ① 介護予防・生活支援サービス × 

 ② 一般介護予防事業 

 ③ 認知症総合支援 × 

④ 在宅医療・介護連携 × 

る場合に評価の対象とする。 

○ イの評価指標は、アウトカムが望ましいが、これに

より難い場合は、参加人数や実施回数など、定量的に

把握可能なアウトプットで差し支えない。この点、「介

護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き」参照。 

  なお、介護保険事業計画等既存の行政計画におい

て、これらの評価指標を既に設定している場合につい

ても評価の対象として差し支えない。 

○ エの成果の公表は、最低限、当該年度において事業

実績を公表する場合に評価の対象とする。また、公表

方法は、会議での資料配付や自治体ホームページへの

掲載などが想定される。 

⇒評価指標エ①・③・④を満たす。 

４ 

保険者機能強化推進交付金等に係る評価結果を関係者

間で共有し、自立支援、重度化防止等に関する施策の遂

行に活用しているか。 

 

ア 年に１回以上、評価結果を庁内の関係者間で説明・共

有する場がある × 

イ アの場には、庁内のみならず、外部の関係者が参画し

ている × 

ウ アの場における意見を、施策の改善・見直し等に活用

している × 

エ 市町村において全ての評価結果を公表している × 

【評価の視点】 

○ 本評価指標は、各種施策の遂行、PDCA サイクルの

実施に当たって、保険者機能強化推進交付金等に係る

評価結果を有効に活用できているかどうかを評価す

る。 

 

【留意点】 

○ アは、庁内の関係各課が集まり、評価結果を踏まえ

た課題や今後の改善の方向性等について意見交換を

行うことなどが想定される。 

○ イは、地域ケア会議や計画策定委員会等既存の会議

体に、議題を追加して報告し、アと同様の意見交換を

行うことなどが想定される。 

○ ウは、アを踏まえ、翌年度予算編成等に適切に反映

し、施策の改善等につなげていくことが重要である。

戸田市総合介護福祉市民協議会において説

明・共有を行う。 

必要に応じて改善・見直しを行う。 

評価結果を市ホームページで公表する。 

⇒評価指標ア、イ、ウ、エを満たす。 
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また、アの場における意見は、全ての事業について、

網羅的に活用されていることまでを求めるものでは

なく、一部の事業に活用した実績があれば評価の対象

とする。 

○ エは、当該市町村として、少なくとも直近（令和５

年度評価指標）の評価結果について、全ての評価項目

ごとの得点獲得状況を公表している場合に評価の対

象とする。また、公表方法は、アからウまでのプロセ

スを踏まえた上で、会議での資料配付や自治体ホーム

ページへの掲載などが想定される。 
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目標Ⅱ 公正・公平な給付を行う体制を構築する（配点 100 点） 

目標Ⅱ：（ⅰ）体制・取組指標群（２項目、配点 68 点） 

 評価指標 留意点等 改善のための対応 

 

２ 

介護給付費適正化事業を効果的に実施しているか。 

 

ア 介護給付費適正化事業のうち、いくつを実施しているか  

 ➀ ３事業 

 ② ４事業 

 ③ ５事業 

イ 縦覧点検 10 帳票のうち、効果が高いと期待される４帳票

をいくつ点検しているか 

 ➀ ２帳票 

 ② ３帳票 

 ③ ４帳票 

ウ ケアプラン点検の実施に当たって、有料老人ホームやサー

ビス付き高齢者向け住宅の入居者に係るものも含めている  

エ 福祉用具の貸与後に、リハビリテーション専門職等が用具

の適切な利用がなされているかどうかを点検する仕組みがあ

る × 

オ 福祉用具購入費・住宅改修費の申請内容について、リハビ

リテーション専門職等がその妥当性を検討する仕組みがある  

× 

 

【評価の視点】 

○ 本評価指標は、介護給付費の適正化方策を踏まえ、介護給

付費適正化事業が効果的に実施されているかどうかを評価

する。 

 

【留意点】 

○ 主要５事業の内訳 

・要介護認定の適正化 

・ケアプランの点検 

・住宅改修等の点検 

・縦覧点検・医療情報との突合 

・介護給付費通知 

○ 「縦覧点検・医療情報との突合」及び「介護給付費通知」

の事業を国保連に委託して実施している場合も評価の対象

として差し支えない。 

○ アの①及び②は、「介護給付費通知」を除き、その他４つ

の事業のうちから３事業又は４事業を実施している場合に

評価の対象とする。 

○ イの「縦覧点検 10 帳票のうち、効果が高いと期待される

４帳票」とは、国保連合会介護給付適正化システム＜提供情

報活用マニュアル＞（令和３年９月＜第９版＞）に記載され

ている以下の帳票を指している。 

① 居宅介護支援請求におけるサービス実施状況一覧表 

② 重複請求縦覧チェック一覧表 

③ 算定期間回数制限縦覧チェック一覧表 

④ 単独請求明細書における準受付審査チェック一覧表 

 上記の縦覧点検４帳票のうち、取組の対象とした１年間

エ・オについて埼玉県地域リハビリ

テーション・ケアサポートセンター

（戸田中央リハビリテーション病

院）との連携により、事前、事後に

関わらず適切な利用となるよう同

行訪問、点検等の相談をケアマネジ

ャーができる仕組み（体制）がある

ことを埼玉県地域リハビリテーシ

ョン・ケアサポートセンターに確認

した。 

例として、自立支援型地域ケア会議

で検討したケースに対してリハビ

リテーション専門職等が訪問し、福

祉用具や住宅改修の内容等の妥当

性を検討することが可能。 

⇒評価指標エ・オを満たす。 



7 

 

に出力された全件の点検を実施している帳票の数とする。 

 国保連に委託し実施している場合も評価対象として差し

支えない。 

 点検対象がなく帳票が出力されない場合、その帳票は評

価の対象とはならない。 

○ ウは、都道府県が家賃や介護保険外のサービス提供費用等

について情報収集を行った上で、市町村においてこれらの情

報提供を受けるなどにより、ケアプラン点検を行っている場

合に評価の対象とする。 

○ ウの評価に当たって、有料老人ホーム等が管内にない市町

村については、当該市町村の被保険者が他市町村の有料老人

ホーム等に入居し、介護サービスを適正に利用しているか等

の実態について情報収集を行い、必要に応じ都道府県や他市

町村と連携して対応できる体制を構築している場合は評価

の対象とする。 

○ エ・オの「リハビリテーション専門職等」の関与に当たっ

ては、関係団体や都道府県・近隣市町村による広域団体等と

連携して関与する仕組みがある場合も対象に含む。 

○ オは、福祉用具購入費・住宅改修費のいずれかにリハビリ

テーション専門職等が関与していれば評価の対象として差

し支えない。また、住宅改修費の申請内容の検討に係る「リ

ハビリテーション専門職等」には、建築専門職、福祉住環境

コーディネーター検定試験二級以上を含む。 
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目標Ⅲ 介護人材の確保その他のサービス提供基盤の整備を推進する（配点 100 点） 

目標Ⅲ：（ⅰ）体制・取組指標群（２項目、配点 64 点） 

 評価指標 留意点等 改善のための対応 

２ 

地域におけるサービス提供体制の確保や、自立支援・重度化

防止、介護人材確保に関する施策等の推進に当たって、庁内・

庁外における関係者との連携体制が確保されているか。 

 

ア 介護・福祉関係部局や医療、住まい、就労関係部局など、

高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた庁内の連携を確保

するための場又は規程がある 

イ 都道府県や事業者、関係団体、専門職等外部の関係者との

連携を確保するための場がある  

ウ ア及びイの連携体制を、次の施策分野ごとの取組に活用し

ている 

 ① 介護予防・生活支援サービス  

② 一般介護予防事業 

 ③ 認知症総合支援 × 

 ④ 在宅医療・介護連携 

 ⑤ 介護人材確保等 

エ ア及びイによる連携体制を活用し、高齢者の住まいの確保

と生活の一体的支援に関する取組を実施している × 

オ ア及びイによる連携体制を、重層的支援体制整備事業の実

施や地域の誰もが参画できる場づくりなど、介護保険事業に

留まらない地域づくりにも活用している  

【評価の視点】 

○ 本評価指標は、各市町村の庁内・庁外における連携体制の

構築状況と、当該連携体制を基盤とした取組の実施状況を評

価する。 

 

【留意点】 

○ アは、単に介護保険担当部局間の連携に留まらず、医療や

障害者、子ども、住まい、就労など、分野横断的な連携体制

が庁内における恒常的なシステムとして構築されている場

合に評価の対象とする。 

○ イの「外部の関係者」は、都道府県のほか、次のような者

が想定されるが、地域の実情や取組内容によって次のような

者に限られるものではない。 

① 医師等の医療関係者又は医療関係団体 

② 介護サービス事業者又は事業者団体 

③ 介護福祉士・社会福祉士等の現場従事者又は職能団体

④ 介護福祉士・社会福祉士養成施設等の教育関係者 

⑤ 被保険者代表や利用者家族、利用者団体 

⑥ 自治会関係者 

⑦ 民生委員 

⑧ ボランティア団体その他の生活支援サービスを実施す

る団体 

○ ウは、ア又はイの議論を事業の改善に反映することや、関

係団体等との協働による研修や専門職派遣など、単なる情報

提供ではなく、連携体制を基盤とした具体的な取組が行われ

ている場合に評価の対象とする。なお、在宅医療と在宅介護

の提供体制の構築の推進、都道府県との連携に当たっては、

ウ 

③認知症初期集中支援チーム検討

委員会では認知症初期集中支援推

進事業の活動をより一層推進すべ

く、認知症初期集中支援チームの

活動状況を検証する場とするほ

か、関係機関と団体と一体的に当

該事業を推進していくための合意

の場とした。 

エ 

住まいの相談を含め、どこに相談

してよいか分からない福祉の困り

ごとについて、専門のスタッフが

相談を受け、相談内容に応じたサ

ポートや、適切な関係機関へつな

ぐ福祉総合相談窓口を設置してい

る。市内在住者及び親族など高齢

者以外の者も対象とした。 

⇒評価指標ウ③・エを満たす。 
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「在宅医療・介護連携推進事業の手引き(ver.3)」P10.11.43 

を参照。 

○ エの「高齢者の住まいの確保と生活の一体的支援」とは、

市町村の庁内連携（福祉部局と住宅部局等の連携）に加え、

居住支援法人、社会福祉法人、不動産事業者等と連携し、高

齢者等の入居支援や入居後の見守り等の生活支援を一体的

に提供すること等が想定される。具体的には、「住まい」と

「生活支援」を一体的に受け付ける相談窓口の設置や、居住

支援協議会の設置等を通じた住宅情報の紹介・斡旋、入居後

の見守り等の生活支援の取組等を実施している場合に評価

の対象とする。 

なお、ここでいう「相談窓口」は、生活困窮者自立支援制

度の相談窓口のみの設置をもって評価対象とすることは想

定していないが、例えば、地域共生の推進の観点から、「重

層的支援体制整備事業」として高齢者以外の者も対象とし

た総合相談窓口として設置している場合は評価の対象とな

り得る。 
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２．令和６年度介護保険保険者努力支援交付金評価指標（市町村分） 

目標Ⅰ 介護予防/日常生活支援を推進する（配点 100 点） 

目標Ⅰ：（ⅰ）体制・取組指標群（７項目、配点 52 点） 

 評価指標 留意点等 改善のための対応 

２ 

通いの場やボランティア活動その他の介護予防に資す

る取組の推進を図るため、アウトリーチ等の取組を実施

しているか。 

 

ア 通いの場への参加促進を図るための課題を把握・分

析している 

イ  通いの場に参加していない者の健康状態や生活状

況、医療や介護サービスの利用状況等を定量的に把握

し、データとして整理している  

ウ 通いの場を含む介護予防に資する取組に対して、次の

ような具体的なアプローチを行っている 

①  通いの場に参加していない者の居宅等へのアウ

トリーチに関する取組 × 

②  医療機関等が通いの場等への参加を促す仕組み

の構築 

③ 介護予防に資する取組やボランティアへの参加に

対するポイント付与の実施  

④ ③のポイント事業参加者の健康状態等のデータベ

ース化 

エ ウの取組の成果を分析し、取組の改善・見直し等を行

っている 

【評価の視点】 

○ 本評価指標は、通いの場をはじめとする一般介護予防

事業に参加できない者には、多様な課題を抱える者や閉

じこもりがちで健康状態が把握できていない者がいる

ことから、こうした者へのアプローチを行う仕組みが確

立できているかどうかを評価する。 

 

【留意点】 

○ イについては、通いの場に参加していない者を抽出す

る取組を対象とし、対象者を把握する際の手法は問わな

いが、医療や介護サービスの利用状況といった実態を把

握している場合に評価する。 

○ ウの①は、イ等で把握した結果に基づき参加促進等に

向け居宅への訪問等の取組を対象とし、市町村職員以外

（委託先の専門職、民生委員等）が行う場合も含む（訪

問サービス C により把握を行った場合は含まない）。 

○ ウの②は、医療機関等において、閉じこもりやフレイ

ル等が気になる患者（高齢者）がいた場合に、かかりつ

け医が通いの場のチラシを渡して参加を促したり、地域

包括支援センターに情報提供したりする仕組みなどが

構築されていることを想定。 

〇 ウの③は、一般介護予防事業を財源とする取組に限ら

ない。 

 

ウ 

①民生委員・児童委員や近隣住民及び地域包

括支援センターからの情報等をもとに、閉じ

こもりがちな高齢者を対象とした「高齢者サ

ロン」活動を委託により令和６年度から実

施。実施に当たっては、ボランティア等を活

用し、高齢者が住み慣れた地域で活き活きと

過ごすことができる通いの場所として、「高

齢者サロン」を提供。 

⇒評価指標ウ①を満たす。 
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５ 

地域におけるリハビリテーションの推進に向けた具体

的な取組を行っているか。 

 

ア  国が示すリハビリテーションサービス提供体制に関

する指標を現状把握や施策の検討に活用し、リハビリテ

ーションに関する目標を市町村介護保険事業計画に設

定している × 

イ 郡市区医師会等の関係団体と連携して協議の場を設

置し、介護予防の場や介護事業所にリハビリテーショ

ン専門職等が関与する仕組みを設けている  

ウ リハビリテーション専門職を含む医療専門職を介護

予防の場や地域ケア会議等に安定的に派遣するための

具体的な内容を議論するなど、イの協議の場を活用し

ている 

エ 取組内容の成果を分析し、改善・見直し等を行ってい

る 

【評価の視点】 

○ 本評価指標は、リハビリテーションの推進にあたって

都道府県の地域リハビリテーション支援体制を踏まえ、

関係団体と連携の上、医療機関や介護事業所等の協力を

得て、医療専門職を安定的に派遣できる体制が構築され

ているかどうかを評価する。 

 

【留意点】 

○ アについては、「介護保険事業（支援）計画における

要介護者等に対するリハビリテーションサービス提供

体制の構築に関する手引き」を参考にすること。 

○ アの施策の検討については、「地域包括ケア「見える

化」システム」を活用したリハビリテーション指標など

の確認（サービス提供事業所数、利用率、定員当たりの

利用延人員数、経時的評価、他自治体との比較）が想定

される。 

○ イについては、地域リハビリテーション活動支援事業

等（一般介護予防事業を財源とする取組に限らない）に

おいて、医師会等の関係団体と連携し、取組の企画段階

からの専門職の関与や定期的な研修会等の開催等の体

制構築等を行っているなど、介護予防の場（通いの場を

はじめとした地域支援事業における取組、地域ケア会議

等）や介護事業所にリハビリテーション専門職等が関与

する仕組みを設けている場合に評価の対象とする。 

※ イについて、管内に関係団体がない場合は、郡市区

医師会等関係団体及び専門職や近隣の地域で活動す

る関係団体・専門職との連携でも該当可とする。 

○ イ、ウについては、「地域包括ケアシステム構築に向

けた地域リハビリテーション体制整備マニュアル」を参考

にすること。 

○ エについて、改善・見直しとその結果を公表（ホーム

ページ等での公開を想定）している場合に評価する。 

ア 

第９期介護保険事業計画において、以下のよ

う に 記 載 し 、 目 標 値 とし て 理 学 療 法 士の

TODA 元気体操教室への派遣人数（延べ人

数）を設定している。以下、抜粋。 

『埼玉県理学療法士会及び埼玉県地域リハ

ビリテーション・ケアサポートセンターとの

連携を強化します。』 

⇒評価指標アを満たす。 
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目標Ⅲ 在宅医療・在宅介護連携の体制を構築する（配点 100 点） 

目標Ⅲ：（ⅰ）体制・取組指標群（３項目、配点 68 点） 

 評価指標 留意点等 改善のための対応 

１ 

地域の医療・介護関係者等が参画する会議において、市町村

が所持するデータ等に基づき、在宅医療・介護連携に関する課

題を検討し、対応策が具体化されているか。 

 

ア 今後のニーズを踏まえ、①日常の療養支援、②入退院支援、

③急変時の対応、④看取りの４つの場面ごとに、在宅医療と

介護の提供体制の目指すべき姿を設定している × 

イ  在宅医療と介護の提供体制の目指すべき姿を介護保険事

業計画に記載している 

ウ 地域の人口推計を踏まえた今後のニーズや医療・介護資源、

社会資源や利用者の情報、住民の意向等を定量的な情報も含

めて把握している × 

エ アとウの差の確認等により抽出された課題を踏まえ、地域

の特性を踏まえた目標の設定、具体的な対応策を立案してい

る × 

オ  評価指標等に基づき事業の検証や必要に応じた見直しを

行う仕組みを設けている 

【評価の視点】 

○ 本評価指標は、在宅医療・介護連携を科学的かつ効果的に

実施する観点から、データを活用して課題を把握する体制が

確立できているかどうかを評価する。 

 

【留意点】 

○ 在宅医療・在宅介護連携の推進に当たっては、郡市区医師

会等の関係団体と適切な連携体制が構築できていることが

評価の前提。 

○ ア及びイの「在宅医療と介護の提供体制の目指すべき姿」

の設定については、「在宅医療・介護連携推進事業の手引き

(ver.3)」P6.15.23.24 を参照。 

○ また、目指すべき姿の設定に当たっては、地域における医

療に関する会議等に参画するなどを通じて、医療計画等とも

整合が取れたものとすることが重要である。 

○ ウ及びエの現状把握、課題の抽出については、「在宅医療・

介護連携推進事業の手引き(ver.3)」P6.15.43 を参照。 

○ なお、市町村については、都道府県に適宜、データの提供

依頼等を行うことが重要。 

○ オの事業の効果検証・見直しについては、「在宅医療・介

護連携推進事業の手引き(ver.3)」P7.15.43 を参照。 

ア 

第９期計画において①日常の療養

支援、②入退院支援、③急変時の対

応、④看取りの４つの場面ごとに、

在宅医療と介護の提供体制の目指

すべき姿を設定している。 

⇒評価指標アを満たす。 

 

 



参考 資料３－３

順位 基本配分枠 追加配分枠 合計 基本配分枠 追加配分枠 合計

513 埼玉県 川口市 138,593 284 231 515 2 29,557 4,840 34,397 63,916 79 63,995 98,392

528 埼玉県 蕨市 17,541 231 197 428 7 3,483 1,387 4,870 7,488 274 7,762 12,632

529 埼玉県 戸田市 23,719 257 227 484 3 5,240 475 5,715 11,668 88 11,756 17,471

531 埼玉県 朝霞市 28,513 251 213 464 5 6,152 897 7,049 13,162 383 13,545 20,594

532 埼玉県 志木市 18,899 200 229 429 6 3,249 1,241 4,490 9,379 499 9,878 14,368

533 埼玉県 和光市 15,402 286 246 532 1 3,786 971 4,757 8,211 1,259 9,470 14,227

534 埼玉県 新座市 42,666 260 221 481 4 9,536 1,671 11,207 20,435 105 20,540 31,747

通し
番号

令和７年度保険者機能強化推進交付金等（市町村分）評価結果及び交付見込額（案）一覧 県南7市抜粋

R７推進交付見込額（案） R７努力交付見込額（案） R７推進＋努力
交付見込額（案）

R７推進＋努力
得点

R７努力得点R７推進得点
第１号

被保険者数
自治体名都道府県名

1
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令和６年度 戸田市地域密着型サービス事業者  

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）公募要項（案） 

 

 

１ 公募の趣旨 

 戸田市（以下「市」という。）では「戸田市第９期高齢者福祉計画・介護保険事業計画」に基づ

き、要介護者等が住み慣れた地域で安心して自立した生活が続けられるよう、地域密着型サービ

スの基盤整備を進めています。 

 本公募は、この計画に基づき、地域密着型サービス事業者を選定するために実施するものです。  

 応募に当たっては、関係法令及び関係通知並びに本要項等を十分にご理解、ご確認いただき、

ご応募くださいますようお願いします。 

 なお、本公募以外の指定は行いませんので、あらかじめご了承ください。 

 

 

２ 公募する地域密着型サービスの種類等 

サービスの種類  事業所の形態 整備数 日常生活圏域 開設時期 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

一体型・連携型  

どちらでも可 
１事業所 戸田市内全域 令和７年度 

  ※ 戸田市は、多様な生活支援サービスを一体的に提供するため、市全体を１つの日常生活

圏域と設定しています。 

  ※ 同一施設内で、公募の対象外である地域密着型施設を併設することは不可とします。  

 

 

３ 応募資格 

 以下の（１）から（１０）までの要件をいずれも満たすこと。 

（１）法人格を持つ団体（取得見込みを含む）であること。 

（２）事業資金、必要人員の確保及び事業運営が確実に担保されていること。 

（３）整備用地については、整備事業者が自ら所有する等により確保するか、賃貸借物件を利用

して実施する場合は、土地・建物ともに長期間貸与されるものであること。（原則として、公

募申込み後の整備予定地の変更は認められません。） 

（４）介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）第 78 条の 2 第 4 項各号の規定に該当しないこと。 

（５）地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2 第 11 項の規定による指定の取り消し

を受けたことがないこと。 

（６）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しないこと。 

（７）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年法律第 255 号）等の規定
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に基づき、更生又は再生手続きをしていない者であること。 

（８）法人税、地方消費税、県税及び市町村民税等の滞納がないこと。 

（９）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条

第 2 号に掲げる暴力団をいう。以下同じ。）でないこと。 

（１０）暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員で

なくなった日から５年を経過しない者の統制の下にない団体であること。 

 ※ 応募書類の提出後に、その内容等に虚偽記載があった場合や、上記応募資格を満たさなく

なった場合は、選定対象としません。選定や指定の後に発覚した場合は、指定を拒否し、又

は指定を取り消します。 

   なお、介護保険事業者の指定については、指定申請者が法人でなければ指定をしてはなら

ないとされています。ただし、これから法人設立を予定している事業者は、事業計画書を提

出することが可能です。法人設立認可までの具体的なスケジュール・法的根拠等を事業計画

書に盛り込んだうえでご提出ください。 

 

 

４ 整備条件 

（１）下記の基準等を確認し、基準どおりの実施が可能かどうか十分検討の上、応募手続を行っ

てください。 

○ 戸田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２５年条例第７号） 

（２）介護保険法を始めとする関係法令に従ってください。 

（例：社会福祉法、老人福祉法、建築基準法、農地法、都市計画法、消防法など） 

（３）防火防災対策及びこれに係る設備設置については、所轄消防署等と協議し、その指示に従

ってください。 

 

 

５ 応募手続 

（１）応募受付期間 

   令和７年２月５日（水）から令和７年３月１９日（水）まで 

   ※ 応募受付は期間中の平日９時から１７時までとし、閉庁日を除きます。  

   ※ 受付期間を過ぎた場合は受付できません。  

（２）提出場所 

   戸田市 健康福祉部 健康長寿課 管理担当（戸田市役所２階 ５番窓口） 

   ※ 必ず法人の担当者が持参してください（郵送不可）。  

（３）提出書類 

   別紙「公募申請に関する提出書類一覧」のとおり  
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（４）応募の抹消 

   応募した法人が次のいずれかに該当した場合、その応募を無効とし、選定の対象から除外

します。 

 ① 受付期間内に市で定める応募書類の全てが揃っていない場合  

 ② 応募書類に記載すべき事項が記載されていない場合  

 ③ 応募書類に虚偽の内容が記載されている場合  

 ④ 応募した法人の役員、職員等の関係者が本市の職員に選定の採否にかかる直接的又は間接

的な働きかけを行った場合 

（５）留意事項 

 ① 土地等の確保が確実でない等の具体性のないものは選定の対象外となります。  

 ② 事業計画等については、整備予定地の町内会又は自治会、近隣住民等関係者に対して十分

な説明を行うこととします。なお、事前に地元への説明等を行う場合には、「戸田市の公募に

応募し、指定候補事業者として選定されることが条件である」旨を周知するなど、事業所の

開設が既定路線であるかのような誤解を与えないよう十分注意してください。  

 ③ 応募の結果、募集要件の範囲内であっても、審査の結果、選定されないことがあります。

また、選定された場合であっても、指定を確約するものではなく、指定申請時に基準を充足

していない場合は指定を行いません。 

 ④ 提出された書類は、返却いたしません。  

 ⑤ 応募に係る費用については、応募者の負担とします。  

 ⑥ 提出された書類は、地域密着型サービス事業者選考以外の目的には使用いたしません。  

 ⑦ 本公募に係る整備計画における用地（建物）利権者又は地域住民等との確約書等に基づき

生じた損害賠償請求権等については、応募事業者の責任に帰す事項であり、本市はその責任

を負いません。 

 ⑧ 応募受付後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出してください。  

 ⑨ 今回募集するサービスに係る施設等の整備に必要な費用については、「埼玉県地域密着型

サービス等整備助成事業費等補助金」を活用した補助を検討していますが、補助内容や補助

金額等については県で規定するものであり、変更されることがありますので、埼玉県及び本

市のホームページ等を活用し、最新の情報を把握するよう努めてください。また、交付につ

いては県との協議後、県及び市の予算の範囲内での実施となるため、交付されない場合や減

額される場合があります。このため、補助金が交付されない場合等も念頭に置き、十分に対

応できる資金計画等を作成してください。なお、市独自の補助金は予定しておりませんので、

あらかじめご了承ください。 

 ⑩ ⑨記載の補助金の活用を希望する事業者は、戸田市が補助金の交付を決定する前に整備事

業に着手することはできません。交付決定前に着手した場合には、補助対象外となります。 

⑪ 法人が応募できる計画は１件となります。 
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 ⑫ 原則、令和８年３月までに介護保険法に基づく事業所指定を受け、事業所を開所してくだ

さい。ただし、天災その他避けることのできない事故その他特別の事情があるときはこの限

りではありません。指定申請につきましては、開設予定日の１か月前までに必要な書類を揃

えて提出してください。建物を新築又は増改築する事業者については、建物竣工後でないと

手続きはできませんので、余裕をもたせたスケジュールを立ててください。 

 ⑬ 応募書類の提出は次のとおりとします。  

    書類の提出部数：正本１部、 副本７部（複写したもの）  

 

 

６ 地域密着型サービス事業予定者（指定候補事業者）の選定 

（１）審査・選定の方法 

 ① 審査及び選考については、戸田市 健康福祉部 健康長寿課において第１次審査を行いま

す。第１次審査では、申請内容が国の定める基準を満たしているか等の書類審査を行います。 

② 第２次審査として「戸田市地域密着型サービス事業者選定委員会」において、「７ 審査基

準」に基づき、各提案の採点を行います。また、必要に応じてヒアリングを実施します。（ヒ

アリングを行う場合は、後日連絡します。） 

③ 選定委員会による審査結果及び「戸田市総合介護福祉市民協議会」への意見聴取を経て、

市長が指定候補事業者を選定します。 

（２）選定結果の通知及び公表 

 ① 本公募の選定結果については、応募した全ての事業者に対し、文書により通知します。  

 ② 選定された事業者については、事業者名を市ホームページで公表します。 

 ③ 審査の経過及び選定結果に関する異議申し立て、質問等には一切応じられません。  

（３）その他 

 ① 必要に応じ、追加書類の提出依頼や現地調査を行う場合があります。  

 ② 審査の結果、指定候補事業者の該当なしとする場合があります。  

 ③ 応募がない場合及び事業者が選定されなかった場合には、再度公募を行うことがあります。 

 ④ 公募選定後において、開発許可が得られない場合等、今回の応募内容に重大な変更が生じ

た場合は、選定及び指定候補事業者の選定の効力を失うものとします。  

 

 

７ 審査基準 

審査項目 審査内容 

法人の理念・姿勢 ○基本理念の内容等 

経営基盤の安定性・継続性 ○法人の財政状況等 

計画の安定性 ○資金計画、スケジュール等の状況 
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運営実績・経験 ○事業を運営するに足りる実績、経験があるか 

設置予定地の状況 
○立地状況（敷地面積、周辺環境） 

○用地確保の確実性 

施設・設備の状況 

○施設整備の確実性 

○建物の面積、構造について 

○設備基準との適合について 

○消防設備の状況 

人員配置 
○人員基準との適合について 

○管理者及び従業者の実績、経験について 

職員の育成 
○人材確保に対する取組み 

○雇用形態、研修体制、健康管理について 

サービスの内容等 

○サービスの質の向上に対する考え方 

○利用者の状態、意向を配慮したサービス計画作成の考

え方 

○利用者の費用負担についての考え方 

事故防止、安全対策、衛生管理等 

○個人情報の管理方針と方法 

○自己評価、外部評価への考え方 

○非常災害時の体制、対応について 

○施設における衛生管理体制について 

○身体拘束、プライバシーへの考え方 

○虐待防止への対策について 

○事故防止、安全対策について 

○苦情処理のための体制について 

地域や関係機関との連携について 

○開設にあたり地域住民の理解を得るための方策 

○地域との交流、連携についての考え方 

○運営推進会議に対する考え方 

○医療及び福祉機関等の連携について 

その他 ○独自の提案等（市が推進する事業等への協力等含む） 

 

 

８ 質問方法及び回答 

質問の受付は、「地域密着型サービス申請に係る質問表」に記入の上、FAX 又はＥメー

ルにて、令和７年２月２１日（金）１７時までに送信してください。 

※公平を期すために、窓口や電話等での個別の質問にはお答えいたしません。  

また、期限後の質問は受け付けません。受け付けた質問・回答内容については市ホーム
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ページで公開いたします。 

 

 

９ 公募の日程 

  内容 期間等 

公募受付 令和７年２月５日（水）～ 令和７年３月１９日（水） 

審査及び選考 令和７年４月～ 

戸田市総合介護福祉市

民協議会への意見聴取 
令和７年６月頃 

結果発表 決定後速やかに通知及び公表 

事業者指定 令和８年３月まで（指定申請は令和８年１月末まで） 

※ 事業者指定は整備完了後に行います。なお、指定申請時に指定基準を満たさない場合

には、指定しないことがあります。 

 

 

１０ 問合せ先 

戸田市 健康福祉部 健康長寿課 管理担当 

戸田市上戸田１－１８－１  戸田市役所２階 ５番窓口 

ＴＥＬ：０４８－４４１－１８００（内線４５８） 

ＦＡＸ：０４８－４４４－５５８８ 

Ｅmail： chojukaigo@city.toda.saitama.jp 

http://e-toda.city.toda.saitama.jp/webmail/src/compose.php?send_to=chojukaigo%40city.toda.saitama.jp&inner=1&option=0

